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湯川村議会ハラスメント防止条例逐条解説 

 
村民から付託を受けた議員は、住民福祉の向上を図ることを基本とするとともに、

その役割をしっかりと自覚し、品位を守り村の発展に尽力しなければならない。  

ハラスメントは、基本的人権及び尊厳を著しく傷つける人権問題であり、住民福
祉及び議会活動に支障をきたし、議会の社会的信用及び信頼を失うことにつながる。  

 よって、議会は、議員及び職員が個人としての人格を尊重し、相互の信頼を深め
ることを通して、ハラスメントの根絶及び未然防止に努め、信頼される議会の実現
を目指すことを決意し、この条例を制定する。 
 
【解説】 
 この条例を制定するにあたり、ハラスメントが人権侵害であると明記し、湯川村
議会としてのハラスメントに対する基本的な考えを示しています。 
 

（目的）  
第１条 この条例は、議員間のハラスメント又は議員から職員へのハラスメントの

根絶及び未然防止のために必要な事項を定め、良好な職場環境を確保することで、
村政の効率的運用に寄与し、もって村民から信頼される品格ある議会の実現に資
することを目的とする。 

【解説】 
 条例の目的として、職員と議員及び議員間での良好な関係を築くためにも、ハラ

スメントは根絶しなければならず、それを未然に防ぐことを条例の目的としてい
ることを明記しています。 

 「職務」を行う場所としては、職場や役場だけではなく、出張先や宴会の場所な
ど実質的に職場と同視すべき場所でのハラスメントも対象となります。 

 
（定義）  

第２条 この条例において「ハラスメント」とは、次に掲げる行為をいう。  

（１）パワーハラスメント 職務に関する優越的な関係を背景として行われる、
業務上必要かつ相当な範囲を超える言動であって、相手方に精神的若しくは身体
的な苦痛を与え、当該相手方の人格若しくは尊厳を害し、又は当該相手方の職務
環境（議員としての活動を行う上での環境を含む。以下同じ。）を害する行為を
いう。本会議や全員協議会、各種委員会等の会議中に大きな声を出して議員や職
員に対して威嚇又は恫喝する行為、若しくはそれらに類する行為も含まれる。  



 （２）セクシャルハラスメント 異性、同性を問わず、性的な言動により相手方
に対して不快感を与える行為又はその行為によりその者の職務環境を害し、不快
にさせる行為をいう。  

 （３）妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメント 妊娠、出産、育児又は
介護に起因することにより勤務することができないこと等を理由とする言動又
は制度、措置の利用に関する言動によりその者の職務環境を害する行為をいう。  

 （４）その他のハラスメント 前３号に掲げるもののほか、誹謗、中傷、風評等
により相手方に対して人権を侵害し、又は不快にさせる行為をいう。  

２ この条例において「職員」とは、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）
第３条第２項に規定する一般職の職員並びに同条第３項第１号、第２号、第３号、
第３号の２、及び第５号に規定する特別職に属する職員（議員を除く。）、同法
第２２条の２に規定する会計年度任用職員、その他村の業務に従事する職員をい
う。  

 

【解説】 
 第 2 条においては、ハラスメントと職員の定義を定めています。 
 第 1 項第 1 号から第 4 号において、ハラスメントの種類を記載しています。 
 （１）パワーハラスメント 
 （２）セクシャルハラスメント 
 （３）妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメント 
 （４）その他のハラスメント 
 運用等については、以下を準用します。 
 ○人事院規則 10-10（セクシャルハラスメントの防止等）及びその運用について 
 ○人事院規則 10-15（妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメント）及びそ

の運用について 
 ○人事院規則 10-16（パワーハラスメントの防止）及びその運用について 
  また、その他のハラスメントとして、上記のハラスメント区分では網羅できな

い誹謗、中傷及び風評等により相手方に対して人権を侵害する行為や不快にさせ
る行為についてもハラスメントの対象としています。 

 第 2 項において、対象となる職員を記載しています。 
 ①職員 
 ②議員を除く特別職（村長、副村長、教育長） 
 ③会計年度任用職員 
 ※非常勤特別職（農業委員や消防団員など）については対象外となっています。 



（適用範囲）  

第３条 この条例は、議員間のハラスメント又は議員から職員へのハラスメントに
適用する。  

 

【解説】 
 第 3 条においては、ハラスメントの対象となる範囲を定めています。 

  具体的には、議員間のハラスメント及び議員から職員へのハラスメントが適用と
なります。 

 
（議長の責務）  

第４条 議長は、ハラスメントの根絶及び防止に努めるとともに、議員によるハラ
スメントがあると認めるときは、必要な措置を迅速かつ適切に講じなければなら
ない。 

 
【解説】 

第 4 条においては、議長の責務を定めています。議長は、ハラスメントを防止す
るよう努めるとともに、ハラスメントが認定された場合には、迅速に対応しなけれ
ばなりません。 
 また、ハラスメントが不認定となった場合であっても、申出があったことを重く

受け止め、議員全員で問題を共有できるよう議長は努めるものとします。 
 

（議員の責務） 

第５条 議員は、村民の代表として、村政に携わる機能及び責務を自覚するととも
に、常に高い倫理意識を持ち、ハラスメントが個人の尊厳を不当に傷つけ、人権
侵害に当たること及び職員の労働意欲を低下させることを認識し、議員間又は職
員の人格を尊重してハラスメントをしてはならない。  

２ 議員は、ハラスメントの事実を指摘されたときは、自ら誠実な態度をもって事
実を明らかにし、説明責任を果たさなければならない。  

３ 議員は、他の議員がハラスメントに当たる言動を行っていると認められる事態
に遭遇したときは、当該言動を行っている者に対し厳に慎むべき旨を指摘するよ
う努めるとともに、議長に当該事態について報告をしなければならない。 

 
 
 



【解説】 
第 5 条においては、議員の責務を定めています。議員は村民の代表者であり、全

体の奉仕者として、高い倫理的な義務が課せられていることを深く認識しなければ
なりません。 
 また、ハラスメントが行為者の意図とは関係なく生じ得ること、つまり、そんな

つもりはなかったでは済まされないことを自覚し、職員及び他の議員に対して、
個人を尊重し対応することを求めています。 

 第 2 項においては、議員自身がハラスメントの事実を指摘されたときの対応につ
いて明記されています。 

 第 3 項においては、他の議員が行っているハラスメントを目撃した時の対応につ
いて明記されております。 

 
（調査及び研修等）  

第６条 議長は、議員によるハラスメントの根絶及び防止を図るため、必要に応じ
て実態を把握するための調査を実施するとともに、議員に対し必要な研修等を実
施しなければならない。  

 

【解説】 
第 6 条においては、議長がハラスメントの根絶及び防止のために、必要に応じて

実態把握のための調査を実施するとともに、議員を対象としたハラスメントに関す
る研修等を実施しなければならないことを定めています。 
 
（ハラスメント相談窓口の設置）  

第７条 議長は、別に定めるところにより、ハラスメントに関する報告及び相談に
対応し、その円滑公正な解決を図るため、ハラスメント相談窓口を置くものとす
る。 

【解説】 
 第７条においては、ハラスメント相談窓口の設置について定めています。 

議員が受けたハラスメントについては、議員が議長に申出書を提出することにな
ります。事務については、ハラスメント相談窓口となる議会事務局が対応します。 

職員が受けたハラスメントについては、村長が議長へ申出書を提出することとな
り、事務については、同じく、ハラスメント相談窓口となる議会事務局が対応しま
す。 
 



（事実関係の把握）  

第８条 議長は、議員又は職員から、ハラスメントに関する苦情の申出又は報告が
あったときは、別に定めるところにより、速やかに当該申出又は報告に係る事実
関係を把握しなければならない。  

２ 前項の規定により、申出又は報告をされたときは、議長は議会運営委員会に付
託し、ハラスメントに係る事実関係の調査及び確認を行うものとする。 

 
【解説】 

第８条においては、議員又は職員からハラスメントの申出があった際には、議長
が別に定めるところにより事実関係を把握することが規定されています。 

第２項では、その事実確認を行うため、議長は速やかに議会運営委員会に調査及
び確認を指示しなければならないことが明記されています。 
 
（公表等）  

第９条 議長は議会運営委員会の調査の結果を尊重し、ハラスメントが確認された
ときは、別に定めるところにより、当該ハラスメントを行った議員に対して、指
導、助言、注意その他必要な措置を講ずるとともに、当該ハラスメントを行った
議員の氏名その他の公表をしなければならない。  

 
【解説】 
 第９条においては、議会運営委員会からの調査結果に基づき、議長が当該ハラス
メントを行った議員に対して、指導、助言、注意その他必要な措置を講ずるととも
に、当該ハラスメントを行った議員の氏名その他の公表をしなければならない旨を
定めています。 
 なお、湯川村議会ハラスメント防止条例施行規程第５条第２号において、氏名及
びハラスメント事案の概要に関する公表を原則としていますが、被害にあった議員
及び職員を保護する目的で、公表の全部又は一部を公表しないことができることと
しています。 
 
 
 
 
 
 



（議長職務の代行）  

第１０条 議長が調査の対象となったときは副議長が、議長及び副議長がともに調
査の対象となったときは、議員の期数が最も長い者がこの条例に規定する議長の
職務を行う。 

 

【解説】 
第１０条においては、議長が調査の対象となった時は副議長が、そのどちらも調

査の対象となった場合は議員の期数が最も長い者が、条例上の議長の職務を行うこ
とを定めています。 
 

（被害者等のプライバシーの保護）  

第１１条 議員は、議員によるハラスメントの被害者及び関係者のプライバシーの
確保に十分配慮し、当該ハラスメントに関し職務上知り得た秘密を漏らしてはな
らない。その職を退いた後も同様とする。 

 

【解説】 
第１１条においては、ハラスメントによる被害者のプライバシーの保護を定めて

います。ハラスメント事案は非常にデリケートな問題であり、関係者のプライバシ
ーに対しては十分に配慮しなければならないため、議員がその職を退いた後も秘密
を洩らさないよう定めたものです。 
 

（委任）  

第１２条 この条例に関し必要な事項は、議長が別に定める。  
【解説】 
 第１２条においては、委任規定について定めています。 

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

（検討）  

２ 議会は、この条例の施行後３年を目途として、この条例の施行の状況について検討を

加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 
【解説】 

 附則において、施行期日及び３年を目途に必要応じて検討を行うことを明記して

おります。 


